
中国ブロックの社会資本の重点整備方針（素案）に係るパブリックコメントの整理

意見募集の期間：平成２１年６月１１日～７月１０日
意見提出総数：１６件　

該当項目等 中国ブロックの社会資本の重点整備方針（素案）に対する意見 意見に対する考え方

重点戦略全般 重点戦略を支える社会資本として情報共有基盤の整備が必要ではないか。

ご指摘の点については、Ⅰ４「今後とり組むべき課題」（７）に記載しており、将来の姿を実現するための重点目標とし
てⅢ２重点戦略５①「社会資本整備の効率化や社会資本ストックの有効活用」に記載しています。なお、社会資本整備重
点計画（平成２１年３月３１日閣議決定）第３章（１）②ＩＣＴを活用した社会資本の高度化の中に、「～社会資本に関
連する情報を重ね合わせ、情報の共有化を図る地理空間情報プラットフォームの迅速な構築や通信基盤の高度化を進め、
これまで蓄積されてきた社会資本ストックの機能を最大限引き出す」と記載しているとおり、中国ブロックとしてもこれ
らに基づき対応していく考えです。

中国ブロックで今後取り組む
べき課題

人口減少の記載箇所に人口流出について記載できないか。 人口が減少し高齢化が進んでいる現状において、今後社会資本整備を進めるための取り組むべき課題を記載しています。

中国ブロックで今後取り組む
べき課題

山陰側や山陰と山陽間を結ぶ道路整備を早急に行って欲しい。
山陰側や山陰と山陽間を結ぶ道路整備の重要性については認識しており、重点戦略１②「国内交通ネットワークの強
化」、重点戦略４①「都市間の連携強化や都市と中山間地域等の共生」に記載しています。

中国ブロックで今後取り組む
べき課題

交通基盤の整備に列車、船舶などについても考慮すべき。 列車、船舶を活用するための施設も交通基盤に含めているところです。

中国ブロックで今後取り組む
べき課題

地球温暖化、環境保全への対応について、現状の問題点を記載すべき。 ご指摘を踏まえて、当該部分について修正しました。

中国ブロックで今後取り組む
べき課題

8「地球温暖化、環境保全への対応」については、個別の課題とせずに、1
～7の課題全てに取り込むべきである。

ご指摘の中国ブロックで今後取り組むべき課題(8)「地球温暖化、環境保全への対応」は、Ⅲ「中国ブロックにおける社
会資本の重点事項」として．２「地方重点目標達成のための取組」の重点戦略５「横断的な取組」で対応しています。
なお、「社会資本整備重点計画」（平成２１年３月３１日閣議決定）第５章「事業分野別の取組」においても、今後取り
組む具体的な施策などに、「地球温暖化対策」や「環境対策」に記載しており、中国ブロックとしてもこれらにもとづき
実施していく考えです。

重点戦略１－重点目標②
物流の面では、モーダルシフトの観点が重要であり、鉄道輸送などエネル
ギー消費量の少ない物流を推進すべき。

モーダルシフトについては、重点戦略５②「地球環境問題への対応」に記載しているところです。

重点戦略１－重点目標③
重点戦略４－重点目標①

都市間連携及び中山間地域の課題については、ハードよりもソフト面での
対応が必要ではないか。

都市間連携のソフト施策については、重点戦略１③「都市機能の強化」に記載し、中山間地域の課題に対するソフト施策
については、重点戦略３④「中山間地域等の居住環境の向上や生活サービスの充実」にそれぞれ記載しているところで
す。

重点戦略５－重点目標② 全項目の指標に社会資本整備に伴う環境負荷に関する指標を入れるべき。 社会資本整備に伴う環境負荷に関する指標については、全項目の指標となるものは考えられないため記載は困難です。

重点戦略１－重点目標①
重点戦略３－重点目標②
【記載案：記載事業全般】

個別事業の投資効果や機能、役割等について示すべき。
「地方ブロックの社会資本整備の重点整備方針」は、広域地方計画に示される地域戦略を実現するための社会資本の具体
的な方針を定めるものであり、この中で個別事業の投資効果や機能、役割等を記載することとはしておりません。
また、個別の事業については、所定の手続きを経て、必要と認められるものについて実施するものとしています。

重点戦略５－重点目標①
【記載案：その他】

社会資本整備の維持管理や高度・有効利用を推進するために市民やボラン
ティアとの協働が記述されているが、この計画そのものが協働でつくられ
ていないことが問題である。

本計画においては、学識者や経済界などからなる懇談会での意見を参考に、国や県（政令市を含む）から構成される委員
会で原案を作成し、更に懇談会の他に市町村提案やパブリックコメントでの提案を踏まえて策定したものであり、様々な
立場の方の意見が反映されたものであると考えています。

その他 自社製品（災害対応用の製品）を採用して欲しい。
重点計画の社会資本整備についての投資の方向性を明らかにするものであることから、当該記述を盛り込むことは困難と
考えております。


